
No. 事業名 担当府省庁 備考

46 地域における孤独・孤立対策に関するＮＰＯ等のモデル調査 内閣府 再掲
47 こどもの居場所づくり支援体制強化事業 こども家庭庁 再掲
48 食品アクセス確保緊急支援事業 農林水産省 再掲
49 孤独・孤立対策のための自殺防止対策事業 厚生労働省
50 生活困窮者等支援民間団体活動助成事業 厚生労働省
51 居住支援協議会等活動支援事業 国土交通省
52 女性活躍促進に向けた取組に必要な経費 内閣府
53 刑務所出所者等の就労・住居・相談先の確保 682 の内数 法務省 再掲
54 民間ボランティアである保護司等による刑務所出所者等への支援等 22 の内数 法務省 再掲

55 社会参加活躍支援等孤独・孤立対策推進交付金 2,400 の内数 内閣府 再掲

56 社会参加活躍支援等孤独・孤立対策推進交付金 2,400 の内数 内閣府 再掲

57 社会参加活躍支援等孤独・孤立対策推進交付金 2,400 の内数 内閣府 再掲

58 社会参加活躍支援等孤独・孤立対策推進交付金 2,400 の内数 内閣府 再掲

4-④行政における孤独・孤立対策の推進体制の整備

500

4-⑤関連施策の推進

432

1,000

282
220
518

4-②NPO等との対話の推進

4-③連携の基盤となるプラットフォームの形成

240

（単位：百万円）
令和６年度
補正予算額

４．孤独・孤立対策に取り組むNPO等の活動をきめ細かく支援し、官・民・NPO等の連携を強化する
4-①孤独・孤立対策に取り組むNPO等の活動へのきめ細かな支援



㹌㹎㹍ἲ人や♫఍⚟♴ἲ人➼の㠀Ⴀ฼団体を対㇟と
ながりやᒃሙᡤ࡙ࡘて、᪥ᖖ⏕ά⎔ቃ࡛の⦆やかなࡋ
ࣟࣉのࡑ、りに㛵するඛ㥑ⓗな取組への支援を⾜いࡃ
。඲国ᒎ㛤をᅗります、ࡵや成ᯝを取りまとࢫࢭ

ۑ ㄡに࡛も起ࡇりᚓるᏙ⊂・Ꮩ❧のၥ㢟に対ࡋてࡣ、
地域のከᵝな୺体の㐃ᦠを㏻ࡌた᪥ᖖ⏕ά⎔ቃ࡛の⦆
やかなࡘながりやᒃሙᡤの☜ಖが、ண防や᪩ᮇ対ᛂの
ほⅬかࡽ㔜せ࡛す。

ࠐ 㛵ಀ⾜ᨻᶵ、ࡣにࡵな取組のᣑ኱をᅗるた࠺ࡼのࡇ
㛵㸦≉に地方公共団体㸧のみなࡎࡽ、㹌㹎㹍➼の⌧ሙ
ࣞ࣋ル࡛のάືがᚲせ不ྍḞ࡛すが、ල体ⓗな取組の
。の⵳✚が不༑ศ࡛す࢘ࣁ࢘ࣀージや࣓࢖

ࠐ るᏙ⊂・Ꮩ❧のண防ࡅ᪥ᖖ⏕ά⎔ቃにお、ࡵのたࡇ
や᪩ᮇ対ᛂに㈨する取組への支援を⾜࠺とともに、ࡑ
の成ᯝ➼を㋃まえた㹌㹎㹍➼の取組ࣔデルをᵓ⠏ࡋ、
඲国ᒎ㛤をᅗります。

地域における孤独・孤立対策に関Ƣる᳈᳊᳉等の取組Ȣȇȫᛦ௹（内閣府孤独・孤立対策推進ܴ）

６年度補正予算額 ２．Ხ億円

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

資金の流れ

ۑ Ꮩ⊂・Ꮩ❧のၥ㢟やࢀࡑかࡌ⏕ࡽᚓる᭦なるၥ㢟に
、ࢀࡉた取組がᙉ໬ࡋにするண防を┠ᣦ࠺ࡼないࡽ⮳
地域におࡅるᐁ・Ẹ・㹌㹎㹍➼の㐃ᦠにࡼる᥎進体ไ
のᩚഛと相まって、地域のᐇ᝟にᛂࡌたᏙ⊂・Ꮩ❧対
⟇がᐇ᪋ࢀࡉます。

国 Ẹ㛫団体 㹌㹎㹍➼

ጤク㈝ ᐃ㢠

期待される効果



令和６年度補正予算 ４.3億円

成育局 成育環境課こどもの居場所づくり支援体制強化事業

事業の目的

こどもの視点に立った多様な居場所づくりが行われるよう、地方自治体におけるこどもの居場所づくりの支援体制の構築等に必要な実態調査・把握や広報啓発活動の支援を行うととも

に、NPO法人等が創意工夫して行う居場所づくりのモデル事業を継続して実施する。

本事業により、こどもの居場所づくりを促進するために有効と考えられる、「こどもの居場所づくりコーディネーター配置等支援事業」の実施率の向上につなげる。

なお本事業は、「こどもの居場所づくりに関する指針」に基づく取組に対して、３年間（令和６年度～令和８年度）で集中して支援を行い推進するものである。

事業の概要

(1) 実態調査・把握支援

居場所の有無をはじめ、こどものニーズ等の現状を把握するための実態調査を実施

する地方自治体に対して、財政支援を行う。

実施主体等

(1) 実態調査・把握支援

【実施主体】都道府県、市区町村 【補助率】国 1/2、都道府県・市区町村 1/2

【補助基準額】１都道府県あたり 7,206千円 １指定都市あたり 5,622千円

１特別区・中核市あたり 3,543千円 １市町村あたり 2,003千円

(2) 広報啓発活動支援

こどもの居場所づくりを推進するために、以下に掲げるような広報啓発の取組を

行う地方自治体に対して、財政支援を行う。

＜広報啓発の取組例＞

・こどもと居場所等をつなぐためのポータルサイト等の制作・改修

・居場所マップの作製・配布

・相談等を受け付けるための通信設備の改修等

・人材の発掘に向けたシンポジウム等のイベントの実施 等

(3) NPO等と連携したこどもの居場所づくり支援（モデル事業）

NPO法人等の民間団体が創意工夫して行う居場所づくりやこどもの可能性を引き出す取組へ

の効果的な支援方法等を検証するためのモデル事業を実施。

＜想定されるテーマ例＞

・早朝のこどもの居場所づくり

・新たなテクノロジーを活用したこどもの居場所づくり

・ユースを中心とした居場所づくり

・居場所づくりに関する中間支援 等

(2) 広報啓発活動支援

【実施主体】都道府県、市区町村 【補助率】国 1/2、都道府県・市区町村 1/2

【補助基準額】１都道府県あたり 4,552千円 １指定都市あたり 4,134千円

１特別区・中核市あたり 3,886千円 １市町村あたり 2,130千円

(3) NPO等と連携したこどもの居場所づくり支援（モデル事業）

【実施主体】都道府県、市区町村、民間団体（全国展開しているオンラインの居場所に限る）

【補助率】国 10/10

【補助基準額】１団体あたり 5,000千円（上限）

※同一団体の同一事業は採択しない。



＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．円滑な食品アクセスの確保に向けた地域の体制強化支援

円滑な食品アクセスの確保に向けて、地域の関係者が連携して取り組む体制づくりを
支援します。
ア 地域の関係者が連携して組織する協議会の設置
イ 関係者間の調整役（コーディネーター）の配置
ウ 地域における食品アクセスの現状・課題の調査
エ 課題解決に向けた計画の策定

２．フードバンク等による食品提供の質・量の充実に向けた支援
地域における食品アクセスの担い手となるフードバンクやこども食堂等の立上げを支援

するとともに、それらの担い手が多様な食料への良好なアクセスを確保する機能の強化
を図ります。

〇 食品アクセス確保緊急支援事業

＜対策のポイント＞
円滑な食品アクセスの確保に向けて、地方公共団体や食品事業者、フードバンク・こども食堂等の地域の関係者が連携する体制づくりを支援するとともに、

地域における食品アクセスの担い手となるフードバンク等に対し、その立上げや機能強化に向けた支援を実施します。

＜事業目標＞
食品アクセス確保に取り組む地域の増加

＜事業の流れ＞

国
フードバンク等

【令和６年度補正予算額 500百万円】

地域協議会定額、3/4、1/2
(１の事業)

定額
(２の事業)

円滑な食品アクセスの確保

定額、3/4、1/2

［お問い合わせ先］消費・安全局消費者行政・食育課（03-3502-5723）

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

市町村
都道府県

こども食堂

社会福祉協議会

地域住民団体

生産者

食品事業者
フードバンク

物流事業者

こども宅食

NPO

現状・課題の調査・分析、課題解決に向けた計画の策定

地域協議会

民間団体
定額

・求人費
・厨房設備費
・保管用倉庫費(冷蔵・冷凍庫を含む)
・配送車両費
・研修会開催費 ・ニーズ調査費
・生産者・食品関連事業者との交流会、
マッチングの開催費

・調理・共食の場の提供費 等

立上げ支援
(立上げ支援の内容に加え)
・未利用食品の輸配送費
・入出庫管理機器費
・システム構築費
・広域連携に向けた関係者との検討
会、情報交換会の開催費 等

食品提供の質・量の充実等

食品関連事業者
・生産者等

こども食堂等フードバンク等

［１について］

［２について］



䐟 施策の┠ⓗ

䐡 施策のᴫ要 䐢 施策の䝇䜻䞊䝮ᅗ、ᐇ施要௳
（対㇟、⿵ຓ⋡等）等

䐣 ᡂᯝ䜲䝯䞊䝆（⤒῭ຠᯝ、㞠用のୗᨭえ・๰ฟຠᯝ、Ἴཬ䝥䝻䝉䝇をྵ䜐）

・ᑠ୰㧗⏕の⮬ẅ⪅ᩘは、㏆年ቑ加ഴྥが⥆き、令和６年において䜒㐣ཤ最ከのỈ‽䛷推⛣している。
・このため、こど䜒・ⱝ⪅の⮬ẅ予㜵等䜈の取組をᙉ໬する必要が䛒り、≉に⮬ẅᮍ㐙Ṕや⮬യ⾜ⅭṔ等の
䛒る䝝䜲䝸䝇䜽⪅䜈の༴ᶵ௓ධのᙉ໬ཬ䜃ᆅᇦにおけるSNS等を活用した⮬ẅに関するᝎ䜏に対する相談
యไのᙉ໬等を⾜う必要が䛒る。

䊠 ᆅᇦにおけるこど䜒・ⱝ⪅の⮬ẅ༴ᶵ䜈の対応ᙉ໬
（１）「こど䜒・ⱝ⪅の⮬ẅ༴ᶵ対応䝏䞊䝮」の立䛱ୖ䛢等䜈のᨭ᥼
・㒔㐨ᗓ┴・ᣦᐃ㒔ᕷにおいて、ከ職✀のᑓ㛛ᐙ䛷
ᵓᡂされる䝏䞊䝮をタ⨨し、ᕷ⏫ᮧ等䛷は⮬ẅᮍ㐙Ṕや
⮬യ⾜Ⅽの⤒㦂等が䛒るこど䜒・ⱝ⪅䜈の対応がᅔ㞴な
ሙྜに、ຓ言等を⾜う஦ᴗの立䛱ୖ䛢等をᨭ᥼

（䠎）ᆅᇦにおけるSNS等を活用した⮬ẅに関するᝎ䜏に対する
相談యไのᙉ໬等のᨭ᥼

・㒔㐨ᗓ┴・ᣦᐃ㒔ᕷが⾜うSNS等を活用した
相談యไのᙉ໬

・ᆅᇦのᨭ᥼ᶵ関䜈のつな䛞ᨭ᥼のᐇ施
・⮬ẅᛕ៖⪅や䝝䜲䝸䝇䜽⪅に対する䜰䜴䝖䝸䞊䝏や
୍ḟಖㆤのᐇ施、ᒃሙᡤのᥦ౪

・相談員のなりᡭ不㊊のゎᾘ、㈨㉁のྥୖཪはᐃ╔、
相談ᨭ᥼の⎔ቃᩚഛ等䜈のᨭ᥼

䊡 ♫会ⓗに孤立し不Ᏻをᢪえている人に対する㟁ヰやSNS等を活用した
⮬ẅ㜵Ṇ等に係るẸ㛫ᅋయの取組ᨭ᥼

・ᆅᇦのᨭ᥼⪅ᨭ᥼を㏻䛨て、関係ᶵ関等のᐇ務ⓗな㐃ᦠをᙉ໬するとと䜒に、こど䜒・ⱝ⪅の⮬ẅ௻ᅗを㜵Ṇする。
・㟁ヰやSNS等を活用した相談యไの更なるᙉ໬等をᅗり、ᆅᇦにおけるලయⓗなᨭ᥼につな䛢ること䛷、⮬ẅ⪅ᩘのῶᑡに㈨する。

○ ᐇ施୺య：㒔㐨ᗓ┴・ᣦᐃ㒔ᕷ、Ẹ㛫ᅋయ

○ ஺௜⋡：10/10 、䠎/３（㒔㐨ᗓ┴・ᣦᐃ㒔ᕷ）

：10/10（Ẹ㛫ᅋయ）

ᅜ

㒔㐨ᗓ┴
஺௜⏦ㄳ᭩の取りまとめ

஺
௜⏦ㄳ᭩

ᥦฟ

⿵
ຓ
・
委
ク

㒔㐨ᗓ┴
（┤᥋ᐇ施）

Ẹ㛫ᅋయ

ᣦᐃ㒔ᕷ
（┤᥋ᐇ施or⿵ຓ・委ク）

⿵ຓ・
委ク

஺
௜

஺
௜

施策ྡ：ᆅᇦにおける⮬ẅ対策のᙉ໬
令和６年ᗘ⿵ṇ予算 20൨෇
（う䛱10൨෇が孤独・孤立対策ศ）

䐠 対策のᰕとの関係

Ⅰ Ⅱ Ⅲ

○

12

http://4.bp.blogspot.com/-nq47CUDCE8w/VuaPoe-itDI/AAAAAAAA408/W1rRvQr1jrMPoPn4GDUsuXQz2uAf3XRSA/s800/computer_message_app.png


᪋⟇ྡ䠖⏕άᅔ❓者➼ᨭ᥼Ẹ㛫ᅋ体άືຓᡂ事ᴗ

䐟 ᪋⟇の┠的

䐠 ᪋⟇のᴫせ

䐡 ᪋⟇の䝇䜻ームᅗ䚸ᐇ᪋せ௳（ᑐ㇟䚸⿵ຓ⋡➼）➼

䐢 ᡂᯝ䜲䝯ー䝆（⤒῭ຠᯝ䚸㞠⏝のୗᨭ䛘䞉๰ฟຠᯝ䚸Ἴཬ䝥䝻䝉䝇䜢ྵ䜐）

⏕άᅔ❓者䜔䜂䛝䛣䜒䜚≧ែ䛻䛒䜛者➼䛻ᑐ䛩䜛ᨭ᥼䜢行䛖Ẹ㛫ᨭ᥼ᅋ体のάື䜢
᥎㐍䛩䜛䚹

⏕άᅔ❓者䜔䜂䛝䛣䜒䜚≧ែ䛻䛒䜛者➼䛻ᑐ䛧䛶䚸㟁ヰ䞉䠯䠪䠯┦ㄯ䚸ఫ䜎䛔の☜ಖ➼のᨭ᥼䚸ᒃሙᡤ䛵䛟䜚䚸⏕άୖのᨭ᥼䛺䛹のᨭ
᥼άື䜢ᐇ᪋䛩䜛Ẹ㛫ᅋ体のඛ㐍的䛺ྲྀ⤌䜈のຓᡂ䜢行䛖䚹

⏕ά䛻ᅔ❓䛩䜛᪉䚻䛻ᑐ䛩䜛ྛ✀ᨭ᥼⟇䛜䚸ᆅᇦのᐇ᝟䛻ᛂ䛨䛶ᰂ㌾䛛䛴ᶵື的䛻ᐇ᪋䛥
䜜䜛䚹

（䠍）ຓᡂඛ
⏕άᅔ❓者䜔䜂䛝䛣䜒䜚≧ែ䛻䛒䜛者➼䜈のᨭ᥼䜢行䛖䠪䠬䠫➼Ẹ㛫ᅋ体（♫会⚟♴ἲே䚸≉ᐃ㠀Ⴀ

฼άືἲே䚸බ┈♫ᅋἲே䚸୍⯡♫ᅋἲே䚸බ┈㈈ᅋἲே➼）

（䠎）ຓᡂᑐ㇟事ᴗ
⏕άᅔ❓者ཬ䜃䜂䛝䛣䜒䜚≧ែ䛻䛒䜛者➼䛻ᑐ䛧䛶䚸㟁ヰ䞉䠯䠪䠯┦ㄯ䚸ఫ䜎䛔の☜ಖ➼のᨭ᥼䚸ᑵປ

䛻ྥ䛡䛯ᨭ᥼䚸㣗ᩱのᨭ᥼䚸子䛹䜒のᏛ⩦ᨭ᥼䚸ᆅᇦάື➼䛷のᑵປ体㦂のᥦ౪䚸ᒃሙᡤ䛵䛟䜚䚸䛭
の௚⏕άୖのᨭ᥼䜢行䛖事ᴗ

（䠏）ᐇ᪋᪉ἲ
⚟♴་⒪ᶵᵓ䛜ᐇ᪋䛩䜛♫会⚟♴᣺⯆ຓᡂ事ᴗ䜈の⿵ຓ䛻䛴䛔䛶䚸ᅜ䛜ຓᡂ䜢行䛖䚹

（䠐）ຓᡂ㢠
䐟 ඲ᅜ的ཪ䛿䠐௨ୖの㒔㐨ᗓ┴䛻䜎䛯䛜䜛ᨭ᥼άື䜢行䛖ᅋ体 ୖ㝈2,000୓෇
䐠 䠎௨ୖの㒔㐨ᗓ┴䛻䜎䛯䛜䜛ᨭ᥼άື䜢行䛖ᅋ体 ୖ㝈900୓෇

䐡 ྠ୍㒔㐨ᗓ┴ෆ䛷のᨭ᥼άື䜢行䛖ᅋ体 ୖ㝈700୓෇

ᅜ

（⊂）⚟♴་⒪ᶵᵓ
（බເせ⥘⟇ᐃ䞉ィ⏬᭩ホ౯）

⿵ຓ(10/10)

ᛂເ ຓᡂ
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居住支援法人等に対する活動支援

・居住支援法人とは、住宅セーフティネット法に基づき、居住支援を行う
法人として、都道府県が指定するもの
 ・都道府県は、低所得者、高齢者、子育て世帯など住宅確保要配慮者の居
住支援に係る新たな担い手として、指定することが可能

 ・指定される法人は、 NPO法人、一般社団法人、一般財団法人、公益社
団法人、公益財団法人、社会福祉法人、居住支援を目的とする会社 等

アウトリーチ型の支援（路上生活者等に対する声掛けなど、支援を必要としている方に対し
て出向いて働きかけを行う支援）等を行う居住支援法人に対して支援

居住支援法人への支援① ：居住支援協議会等活動支援事業

居住支援法人が見守り付きセーフティネット住宅等として運営するために要する準備経費（住
宅確保要配慮者の居住安定に必要な工事期間の借上げ費用）について支援

都道府県知事

居住支援法人

支援

指定申請

【制度スキーム】

国

【事業イメージ】

居住支援法人について（928者が指定（R6.9.30時点））

居住支援法人への支援② ：セーフティネット住宅等改修事業

住宅確保要配慮者 居住支援法人による
アウトリーチ支援 入居

No.51 令和７年度当初予算案
：居住支援協議会等活動支援事業 10.81億円
：社会資本整備総合交付金 4,874.10億円の内数
：防災・安全交付金 8,469.55億円の内数
：スマートウェルネス住宅等推進事業 160.87億円の内数

令和６年度補正予算
：居住支援協議会等活動支援事業 2.20億円



（１）活躍推進型 ２．１億円【補助率】 ２分の１
女性役員・管理職や女性防災リーダーを育成するための研

修、企業経営者の意識改革のためのセミナー、地域女性ロー
ルモデル事業への支援を行います。

（２）デジタル人材・起業家育成支援型
２．１億円【補助率】４分の３

ジェンダーの視点を踏まえ、地方公共団体の経済担当部局
や商工会議所等との連携・協働による真に効果の高い、女性
デジタル人材や女性起業家を育成するためのセミナーや就労
につなげる相談、ネットワークづくり等のマッチング支援や伴
走型支援を行います。

（３）寄り添い支援・つながりサポート型 ２．８億円
様々な課題・困難を抱える女性に寄り添った相談支援、孤

独・孤立で困難や不安を抱える女性が社会とのつながりを回
復をできるようＮＰＯ等の知見を活用した相談支援やその一環
として行う生理用品の提供等の支援、男性相談事業への支援
を行います。

（Ａ）寄り添い支援型プラス  【補助率】 ２分の１
（Ｂ）つながりサポート型（ＮＰＯ活用特化） 【補助率】 ４分の３
（Ｃ）男性相談支援型 【補助率】 ２分の１

○ 「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」において、国は、
地方公共団体の施策を支援するために必要な財政上の措置その他の
措置を講ずるよう努めるものとするとされています。

〇 令和２年12月に閣議決定された「第５次男女共同参画基本計画」（以下
「５次計画」という。）や「女性活躍・男女共同参画の重点方針2024」にお
いて、女性が活躍できる地域社会を構築することが、地方創生にとって
の鍵であるとの考えの下、地方公共団体が地域の実情に応じて行う取
組を地域女性活躍推進交付金により支援することとされました。

〇 能登半島地震の対応を通して、「女性・平和・安全保障（WPS）」の観点
も踏まえながら、災害対応の現場における女性の参画拡大を一層推進
する必要があります。

〇 デジタル化の進展に伴う経済・産業構造の変化を見据え、女性デジタ
ル人材の育成や成長産業への円滑な移動支援を図っていくことが重要
です。

○ 能登半島地震の影響等により、様々な困難や不安を抱えながらも支援
が届いていない女性が多くいることから、寄り添ったきめの細かい相談
支援を充実させることが不可欠です。

○ このため、地方公共団体が、地域の関係団体やNPO等の民間団体と
の連携の下で行う、女性防災リーダーや女性デジタル人材・女性起業家
の育成や役員・管理職への女性登用、困難や不安を抱える女性への相
談支援等を地域女性活躍推進交付金により支援します。

地域女性活躍推進交付金（内閣府男女共同参画局総務課）

（地域における女性活躍促進に向けた取組に必要な経費）

令和６年度補正予算額 ７．０億円（うち孤独・孤立対策NPO等支援関係２．８億円）

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

地域において、役員・管理職や防災リーダーとなる女性の
育成が進み、女性デジタル人材・女性起業家の育成が一層加
速するとともに、困難や不安を抱える女性に対する寄り添っ
た相談支援のほか、男性相談の取組への支援が進みます。

期待される効果

国 地方公共団体
交付金

資金の流れ
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【対象】令和３年１０月から令和４年３月  
までの間に訪問支援を委託した１１３人

【方法】訪問支援を実施した者（訪問支援
群）と、訪問支援を実施しなかった者
（対照群）について、同一時点における
再犯状況を追跡・比較

訪問支援群の方が
有意に再犯が少ない

※訪問支援群
4.4％

   対照群
14.2％

訪問支援は再犯
防止に効果あり

【R7予算（案）額 6,136,919千円の内数】
【R6補正予算額 681,592千円の内数】
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【R7予算（案）額 6,136,919千円の内数】
【R6補正予算額 681,592千円の内数】



更生保護地域寄り添い支援  事業
 地域において継続的な支援を必要とする犯罪をした者等に対する“息の長い”支援を確保するため、
地域の関係機関等との連携に関するノウハウを有する民間事業者に保護観察所から委託

 民間事業者が寄り添い支援員を配置し、犯罪をした者等と支援者の双方に寄り添った支援を実施
（旭川・さいたま・福井・福岡）

（旧・更生保護地域連携拠点事業）

• 地域支援体制の調査
• 既存の地域支援ネットワーク等への参画
に向けた働き掛け

• 更生保護関係団体の支援活動等の整理・
検討

支援者・支援対象者への
寄り添い支援

事業内容・フロー

地域支援体制の整備

• 地域支援者との情報共有・意見交換等
• 支援者向け研修・事例検討会等
• 地域の支援者と連携した居場所作り等

保護司

更生保護女性会
・BBS会

更生保護
施設

協力雇用主

更生保護
地域寄り添い
支援事業

寄り添い支援員

居場所
作り等

研修・
事例検討会

等

支援者との

意見交換等

地域支援地域支援地域支援地域支援地域支援地域支援地域支援地域支援地域支援地域支援地域支援地域支援地域支援地域支援地域支援地域支援地域支援地域支援地域支援
ネットワークネットワークネットワークネットワークネットワークネットワークネットワークネットワークネットワークネットワークネットワークネットワークネットワークネットワーク
• 生活困窮者自立支援制度
• 重層的支援体制整備事業に基づ
く支援会議

• 孤独・孤立対策官民連携プラッ
トフォーム 等

再犯防止のための
支援者向け

参画

関係機関等へのつなぎ

参加

訪問・支援

参加

保 護観察所
地域援助

更生保護の専門知識を
活用した支援・助言等

委託

連携

地域の支援者

高齢・障害

生活困窮者
支援

医療・福祉

就労支援
支援

目的・スキーム

地域の困りごとに
幅広く対応します

犯罪をした者等の安定した地域生活を図ることによって、
再犯等を防止し、安心・安全な社会の実現に寄与

犯罪をした者等

相談のハードルが高い…

情報提供・助言等
支援活動への同行・同席等

支援

孤独・孤立対策官民連携プラッ孤独・孤立対策官民連携プラッ孤独・孤立対策官民連携プラッ孤独・孤立対策官民連携プラッ孤独・孤立対策官民連携プラッ孤独・孤立対策官民連携プラッ孤独・孤立対策官民連携プラッ
トフォーム 等トフォーム 等

支援者等への支援

積極的に地域にアウトリーチし、
支援を必要とする支援者・支援
対象者の把握に努めます

【R7予算（案）額 6,136,919千円の内数】
【R6補正予算額 681,592千円の内数】
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ٴ 地域の人رや事情等をよく理解しているという્性を活かし、保૧観௄઻とੈ௮して保૧観௄、
生活環境の調ତ、ಬ౗予ଆ活動等を実施
ٴ 法務大෦から੻ᆝされるశ常ඐの国ੇ公務৩だが、ஔଖは支ஔされず、嵄ラン崮崋アとして活動

ڭ ઞ୵
・ 社会ိலのಖઋをもって、ಬ
౗をした者及びశ行のある૘
年の੝ఒಌ生を助けるととも
に、ಬ౗の予ଆのための਼૛
の啓発に౑め、もって地域社会
のཱི化を図り、଻人及び公共
の福祉にఞଖする。

ڮ 定ਯ・現৩
・ 定ਯは52,500人で、全国
約880の区域（保૧区）に配ര
され活動している現৩ਯは約
47,000人
・ 近年、充ଌ૨は約89％

گ ભ期
・ ભ期は２年であるが、ગભは࿉
岼られない。
・ 法令上の定年はないが、ਉಋ、
ગભৎの年ೡを76ୃ౞௥として
ઈ用。
・ ൌ஦すれ峚、્例的に、78ୃの
前日まで保૧ఘ活動にజ事૭ચ。

・ 平಑年ೡは約65ୃであり、
全体の約ڴ割を６ୃڬਰ上
がಚめている。

４ 年ೡ

ٹ ಬ౗੒ଆ活動
・ శ行やಬ౗の発生ਉ因となる社会環境の੝ఒや਼૛の啓発を進め、ಬ౗೪ૃৡの౾条੯をਘ化することにより、శ行やಬ౗の発生を౞ேにଆ岺
ことを目的とする活動
・ 地域における様رな機関・団体と連携して行われており、保૧ఘは、いわ峚地域社会のコーデ崋ネー崧ーとしての役割も担っている
・ ദ期をીえて出ਚした人や保૧観௄期間を৽ૌした人からのৼ୥に対応している保૧ఘ会もある

非
行
・
犯
罪

警
察
及
び
検
察

裁
判
所

少
年
院
・
刑
務
所
等

社
会
復
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ٹ 保૧観௄
াに２گع回ங度、保૧観௄対଴者を自
୧にഃくなどしてએமを行い、保૧観௄期間
中の約൶事や生活の指ଉをஹるよう指଑する
峥か、就労の援助、本人のฎ峩に対するৼ୥
等を行い、൐া保૧観௄ਚに報ઔ書を提出
する。

ٹ 生活環境の調ତ
ጌ正施設にઽઍされている人が๸ଣされ
たときに、ಌ生にిした環境で生活できるよう、
ઽઍ中からషક੔の調査やਬ受人とのਵし
合い、就૙੔等の調ତを行うなどし、必要な
受入れ態િをତえる。

ٹ 保૧௴௄等の実施

保૧ఘとは

保૧ఘの૙務

䛆R7ண⟬（᱌）㢠 4,849,581༓෇のෆᩘ䛇
䛆R6⿵ṇண⟬㢠 22,081༓෇のෆᩘ䛇

会に係る৽ાについても、要求しているۈڷڷこの峥か、ಌ生保૧女性会及びپ



１ 孤独・孤立対策の安定的・継続的な推進に向けて、
地方公共団体が実施する多様な主体による水平的な連
携・協働体制の構築と地域の実情に応じた孤独・孤立
対策に関する各種取組への支援を行うことにより、地
方における孤独・孤立対策を推進します。

２ 就職氷河期世代を含む中高年層について、地方公共
団体と連携し、社会参加やリ・スキリングを含めた就
労・活躍に向けた支援を行います。共通の課題を抱え
る幅広い世代と併せて支援することによって、支援対
象者にとっての選択肢を拡大し、政策効果を一層高め
ます。

３ 孤独・孤立対策に取り組むＮＰＯ等の運営能力の向
上や活動基盤の整備に取り組む中間支援組織を支援し
ます。

○ 令和６年４月に孤独・孤立対策推進法が施行され、
「経済財政運営と改革の基本方針2024」※ において、
「孤独・孤立対策推進法に基づく重点計画に沿って、
交付金等も活用しつつ、自治体とＮＰＯ等との連携推
進のための地方版官民連携プラットフォームや地域協
議会を立ち上げる段階の自治体への伴走支援（中略）
などの取組を着実に推進する」
とされています。※令和６年６月21日閣議決定。以下「骨太方針」という。

○ また、「骨太方針」において、
「この世代※への支援は（中略）、地方自治体と連携し
個々人の状況に合わせ、就労に向けたリ・スキリング
を含む幅広い社会参加支援を行う」 ※就職氷河期世代

とされています。

○ このため、孤独・孤立対策の安定的・継続的な推進
に向けて、地方における官・民・ＮＰＯ等の連携等に
よる孤独・孤立対策の推進を支援します。

社会参加活躍支援等孤独・孤立対策推進交付金（内閣府孤独・孤立対策推進室）

 ７年度概算決定額 １．４億円（６年度予算額１．３億円）

６年度補正予算額 ２４．０億円

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

資金の流れ

○ 地方公共団体が主体となって連携・協働体制を構築
するなどにより、全国各地で孤独・孤立対策が展開さ
れます。また、就職氷河期世代支援の取組を活かすこ
とにより、シナジー効果が期待されます。

期待される効果

国

１/２、３/４

中間支援組織

３/４、４/５ 地方公共団体
１の事業

２の事業

２/３
３の事業
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